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１．弊社の考え方 

（１）本社（宜野湾市）と支店（東京）の連携による作業体制 
・我社は前記したように宜野湾市に本社があり、同時に技術スタッフ
の一部は支社（東京)のある会社です。 
・下記に示すように、本社と支社の連携により、効率的で円滑な作業
を展開したいと考えています。 

本社の機能と役割 
・宜野湾市にある特性
を生かした情報力 

・人脈と含めたネット
ワークと機動力 

支社の機能と役割 
・経験豊かな技術スタッ
フによる作業 

・国等における最新情報
の入手 

≪連携による総
合力の発揮≫ 

（２）現計画（平成 13 年度）の改定の視点 
・現計画が策定された平成 13 年度当時から地域防災計画を策定する考
え方が、大きく変化してきています。（P3 参照） 
・このような背景を踏まえ、かつ現計画を活用できる箇所は活用する
考え方に基づき、下記に示すように、視点から現計画を改定し、新
地域防災計画を策定します。 

 作業する内容 備考 

修正 ・現在の市の組織体制や施設状況
の確認と修正 

・避難場所、備蓄、
公共施設等 

更新 ・災害対策本部所掌事務の見直し  
追加 ・業務継続計画 

・職員初動マニュアルの作成
・P3参照 

（３）使い勝手の良い報告書づくり 
・報告書の構成については、沖縄県版と整合を図りつつ、「一般対策編」
〔風水害対策〕と「震災対策編」の 2 部構成とすることを提案しま
す。（構成につては担当者と協議が必要） 
・現計画（13 年度）の本文中の「各種様式」は、一括して資料編にと
りまとめることを提案します。（本文の考え方と各種様式を見やすく
構成することが重要） 
・避難場所、危険箇所一覧等については、データ更新が機動的に行え
るように、資料編に一括して整理することを提案します。 

  

１．弊社の基本スタンス 

弊社は本調査が対象としている宜野湾市に本社がある会社であり、職員も宜野

湾市に多く在住しています。本調査がテーマとしております「地域防災計画」」の策定

については、地域の適切な情報を機動的に処理・対応できる企業であると自負してお

ります。から、様々提案をさせていただきたいと考えております。 

このような認識の基に、弊社はこの企画書作成に当たって次の 4点が重要である

と考えています。 
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弊社の特徴 

○地元企業として地域・市民を知り尽くし

ています。 

○きめ細やで、必要な時に即応できます。

 

個 人 

家 庭 

商業施
設 

ＮＰＯ等

自治会 

自主防 

災組織 

保育所 
幼稚園 
学 校 

事業所 

市 民〔多様な活動支援〕

地区協議会、
住民懇談会 

宜野湾市
〔行政の役割〕 

協働 

意見

報告 

図 住民参加のあり方と弊社の特徴 

参加 

  （４）住民参加の実践的運用 
・防災計画の策定は法定計画に位置づけられているように、行政が主
体的に作成し、災害時における指示、命令系統、情報伝達を具体的
に確定して、市民や民間企業等に協力してもらうシステムづくりが
主でありました。 
・時代の流れは、市民・企業を含め住民参加が求められています。弊
社は宜野湾市で活動している地元企業です。企業の立場と市民の立
場の二つの目線で、地域防災計画に関われると思います。この意味
で住民参加を実践し、単なる計画づくりにとどまらず、地元が欲す
るきめ細かな計画が策定できると考えております。 
・ただし、前記したように、地域防災計画の主要な部分は行政が担う
必要があり、特に改定作業で重要となっています「職員初動マニュ
アル」もこの典型例です。弊社においては、このような認識の基に、
行政と市民・企業等の連携のあり方を模索し、宜野湾市にあった住
民参加を提案したいと考えています。 
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 地域における安全・安心のまちづくりのため、地域防災計画は重要な役割を果たしています。 
 近年の防災対策は、より実践的な対応を目指し、被害想定の実施やハザードマップの作成、

初動マニュアルや業務継続計画の策定など地域防災計画をサポートする周辺計画等の充実が求

められてきています。また、市町村職員だけでなく、住民参画を促進し、住民運動としての防

災対策も検討されています。 

 こうした、視点から本計画策定にあたり、次のような実施方針で業務を進めることとします。 

 

（１）地域防災計画の改訂と新しい視点の導入 

 

 宜野湾市の地域防災計画は平成 13 年度に改訂されており、約 10 年間修正されていません。

こうしたことから、市の特性に合わせた改訂とともに、近年の内閣府（中央防災会議）におけ

る防災基本計画の改訂や沖縄県計画の修正に整合した地域防災計画の策定を行います。 

 近年の計画づくりで検討されてきた主な内容は以下のような点があげられます。 

 

①大規模震災への対応 
 阪神・淡路大震災のあと、国においても活断層の研究が進み、東海・東南海地震などへの

対応も進んできました。被害想定が行われ、耐震対策や備蓄対策なども進んでいます。 
②土石流・ゲリラ降雨への対応 
 近年の気象異常によるゲリラ降雨等への対応が進んでいます。最近では気象庁の警報・注

意報の発令を市町村ごとに行うことになりました。要援護者対策とあわせて、避難準備情報

の提供も実施されています。あわせて津波も含め、全国でハザードマップが整備されてきま

した。 
③国民運動への転換 
 被災後の対応だけでなく、災害が起きる前の対応や起きても被害を最小限にとどめるため

に、地域住民の参加を促し、災害による人的・経済的被害を軽減するための国民運動の推進

が提起されています。 
④福祉的視点への対応 
 高齢者など災害時に援護が必要とされる住民への対応が課題となっており、要援護者を対

象とした福祉避難所、２次的避難所の指定や避難台帳・避難マニュアルの作成などの対策が

進んでいます。 
⑤他計画との整合 
 個人情報保護法による台帳等の保護や男女共同参画による避難所の男女双方の特性にあわ

せた環境づくり、国民保護計画との整合などが行われています。 

２．業務実施方針 
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（２）災害時に即応できる実践的な体制づくり 

 
 地域防災計画は災害対策基本法や災害救助法により策定されており、災害の予防対策と応急

対策、復旧対策について基本的な方針を定めたものです。これに対し、実際の災害現場では住

民の一人ひとりが被災することになり、より実践的な災害対策としては、より個別の対策が必

要となっています。 
 そのために、避難所の運営マニュアルや障害者など要援護者の避難マニュアル、避難所とな

る学校の運営マニュアルが別途整備されています。 
 市町村における災害時の対処としては、地域防災計画で計画されている業務の的確かつ迅速

な遂行、たとえば、住民の避難誘導、避難所の運営を行うとともに、職員自身が被災し、庁舎

も被害を受けたときの対処方法を検討する必要があります。おおまかに前者を職員の初動マニ

ュアル、後者を業務継続計画としていますが、業務継続計画については、内閣府から、平成 22

年４月に「地震発生時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解説」が公表され、市

町村における業務継続の検討が求められてきています。 
 今回は、業務継続計画で求められる非常時優先業務の検討を行い、地域防災計画で示されて

いる各課の分掌業務とあわせ、その実施方法を検討していきます。 
 

図 業務改善計画による効果のイメージ 

 
（資料：「地震発生時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解説」） 
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表 時間別の対応事項の概要 

時間 

経過 
現 場 発生する現象 対象項目 公共の取組 

－1 

事前対応 

 ○ 減災活動 

○ 準備活動 

・災害に強いまちづ

くり 

０ 

即時対応 

○ 家屋倒壊・家具散乱 

○ 下敷き等の重傷者発

生 

○ 道路の通行障害 

○ 火器等からの出火 

○ 危険場所からの避難 

○ 生命の安全の確保避難、救出 

○ 二次災害の防止・初期消火等 

○ 職員の非常参集と災害対策本

部設置 

○ 災害医療 

○ 概括被災状況の収集・報告 

○ 緊急輸送路の確保･交通規制 

・人命救助 

・消火活動 

・情報収集 

・応暖要請 

１ 

緊急対応 

○ 被災者の発生 

○ 避難生活の始まり 

○ 衛生環境の悪化 

○ 避難所の開設･高機能化 

○ 情報ネッ卜ワークの確保 

○ ロジスティクス(後方支援・救

急医療の開始) 

○ ライフラインの復旧進捗情報 

・被災者の救護・救

助活動 

・排泄物の処理 

・生活物資の供給確

保と配給 

・情報の一元化 

２ 

応急対応 

○ 未収集のごみ 

○ ガレキの撤去 

○ 避難生活のストレス

増大と精神的疲労 

○ 仮設住宅の建設と入居 

○ 復旧計画の策定 

○ ロジスティクスの安定継続 

○ 震災廃棄物の処理 

○ 生活支援とボランティア･ＮＰ

Ｏ活躍 

・応急対策資器材の

調達と公共・公益

施設の応急復旧 

・被災者の生活支援

３ 

復旧対応 

○ 将来に対する不安の

高まり 

○ 心的外傷後のストレス障害のケ

ア開始 

○ ガレキの撤去 

○ 町復興計画 

○ まちづくり組織の結成 

・生活再建相談 

・損壊物の除去 

・公共施設サービス

の本格的復旧 

 

 

発災 

 

 

 

１～３ 

日 

 

 

 

 

 

 

１週間 

 

 

 

 

 

 

１か月 

 

 

 

６か月 
４ 

復興対策 

○ 復旧・復興の遅れ 

○ 生活再建の苦労に伴

う不満の増大 

○ 災害から得た教訓の整理 

○ 都市的環境の回復、創造 

○ 生活再建、地域コミュニテイの

育成 

○ 都市的機能の回復･耐災性強化 

・本格的な都市再建

活動開始 

・長期的防災都市作

りの着手 

（資料：京都大学防災研究所） 
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表 初動マニュアル作成例 

 初動マニュアルでは、より実践的な活用ができるように、発災後の各日時により、実施すべき項目

をとりまとめています。また、実施項目にチェック欄を設置し、対策に漏れがないよう確認できるよ

うにしています。内容については、各課（災害対策本部の各部）インタビューを行い調整します。 
 
広報活動マニュアル【担当班】 総務班（総務課、議会事務局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

STEP 1 広報手段、内容、媒

体及びエリアの決定 

□ 防災無線の操作卓周辺の整理を行い、初期画面の表
示を確認する。 
□ 広報車を配備する（市保有車両の手配を総務班に依
頼する）。 
□ 災害種別、被害状況により広報内容を決定し、別添
文例を参考にして原稿を作成する。 
□ 広報媒体、広報エリアを選定する（広報媒体:防災行
政無線、広報車、広報紙、NTT 電話、インターネット、
その他）。 
□ 防災無線の活用に当たっては、○○市防災行政無線
運用規程（平成○年○○市訓令第 52号）を参照する。

STEP 2 地震・災害発生、避

難勧告の緊急放送 □ 防災無線による情報伝達で、生命の安全に関する避難

活動などの緊急放送は、最優先してその都度放送する。

STEP 3 住民への呼びかけ

を広報 
□ 社会秩序の安定、民心安定のため住民に対して状況に

応じて随時広報する。 

STEP 4 ライフライン等の

被災状況の周知 
□ 公共施設、ライフラインの被害状況及び復旧状況を原

則として１日３回定時（朝、昼、夕）に広報する。 

STEP 5 市の活動状況及び

生活関連情報の提供 
□ 避難所、救護所の開設状況及びし尿、ごみ処理等の情

報を原則として１日３回定時（朝、昼、夕）に広報する。

STEP 6 報道機関及び本部

来訪者の対応 
□ 庁舎１階第１会議室にプレスセンターを開設する。 
□ 市内の被害状況、復旧状況等をとりまとめて原稿を
作成する。 
□ 報道発表する時間と回数を決めて、報道機関に情報
を提供する。 
□ 本部来訪者については別室を準備し、市内の被害状
況及び災害応急対策の概要を報告する。 
□ 避難所、救護所の開設状況及びし尿、ごみ処理等の
情報を原則として１日３回定時（朝、昼、夕）に広報
する。 
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（３）住民参画の視点からの改訂 

 
 地域防災計画は、市町村や消防署、警察署、自衛隊など公的機関の行動について検討がな

され、策定されてきましたが、実際の災害時における災害応急対策等において、公的活動だ

けでは十分に対処できないことから、必然的に住民同士の助け合いや参画が必要となってき

ています。そのために、防災基本計画においても国民運動の戦略的展開が盛り込まれており、

自助、共助、公助の視点から何をなすべきか検討されています。市町村においても計画の公

表によるパブリックコメントの募集や地区集会、住民懇談会等の実施により、計画の説明や

情報交換の場の整備なども進んでいます。 
 地域防災計画自体は、法定計画としての位置づけがあり、国、県との関連から作成される

部分が多く、指示、命令系統、情報の伝達経路などの記載など民間が関わる部分は多くあり

ません。したがって、特に初動マニュアルや業務継続計画において、庁内各課の業務を位置

づけるとともに、市民の役割について検討を行い、住民・市内各種団体、ＮＰＯ等の役割を、

災害予防への観点や災害時の応急対策・復旧対策の視点から位置づけていきます。 
 我が社は沖縄に本社を置き、実際に地域の一住民としての視点から、計画へのご提案をい

たします。また、地域防災計画を市だけのものとせず、市民との共有計画として活用できる

よう策定していきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

＜ 公助 ＞ 

○行政の役割 
・関係機関との連携 

・地域防災活動の支援 

・地域防災体制のしくみづくり 

・情報発信のあり方の検討 

＜ 共助 ＞ 

○地域の役割 
・地域防災活動の推進 

・自主防災組織の育成 

○事業所の役割 
・顧客、従業員、施設などの安全確保 

・地域との連携、協力 

＜ 自助 ＞ 

○住民の役割 
・防災知識の習得 

・地域における相互協力 

・地域防災活動の推進 

住民参加による防災体制づくり 

  
住民一人ひとりの 

自覚に根ざした 

自助 

地域コミュニティ 

等による 

共助 
行政による 

公助 
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 策定業務のステップに沿い、以下の内容で実施します。 

 
（１）基礎調査の実施 

 
 基礎調査として既存のアセスメント結果などをもとに「減災まちづくり」の視点から基礎調

査を実施します。 
 簡易基礎調査は、各種資料等から地域の被害特性・防災特性を整理するほか、必要に応じた

被害想定の実施、防災カルテ作成のための避難所・防災関係施設として指定されている施設を

中心とする現地踏査、調査シートによる調査等を実施することにより行います。 
① 庁内体制等の検証・整理 
 現地域防災計画の内容と庁内の防災体制の実際の状況等について検証します。 
② 既存データ等の整理 
 既存データ等の整理など、地域防災計画を巡る現状調査を行います。 
(1) 既往資料の整理 
(2) 自然環境の整理 
(3) 社会環境の整理 
(4) 公共施設等の状況の整理 
(5) 災害履歴等の整理 
③ 震災による被害想定の整理 
 被害想定は、沖縄県等が想定している被害想定調査をもとに、地震動、液状化、建物被害、

人的被害等の被害を整理します。また、必要に応じ消防庁作成の被害想定ソフト等を活用し

ます。 
④ 現地調査の実施 
 現地の地形を確認し、現在指定されている避難場所及び避難所の配置や、県が定める緊急

輸送路を考慮し、避難施設の現状を確認します。 
 
 

３．業務の内容 
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（２）地域防災計画の策定 

 
① 防災計画素案の作成 
 基礎調査結果を踏まえ、地域防災計画素案を作成します。地域防災計画の構成については、

沖縄県の計画、現行の計画等を考慮し、事務局との協議の上、決定することとします。計画素

案の作成にあたっては住民にわかりやすく見やすい計画づくりに努めます。 

(1) 地域防災計画の作成 

 現計画や沖縄県地域防災計画を基本に計画素案を作成します。 

(2) 資料編の作成 

 沖縄県地域防災計画等基礎的な検討調査をもとに防災に関わる現況について整理します。 
② 計画素案の庁内調整 
 計画素案をもとに庁内調整を行います。庁内調整の方法については事務局と協議の上決定

します。 
③ 沖縄県等との調整への支援 
 地域防災計画は、沖縄県及び指定公共機関等の防災会議関係団体等との調整が必要となり

ます。調整事務の窓口は宜野湾市事務局が行うことになりますが、沖縄県及び沖縄県防災会

議からの修正指示について、事務局と協議のうえ、計画案の修正を行います。 
④パブリックコメント実施への支援 
 庁内調整の終了した計画素案について宜野湾市が行うパブリックコメントの実施を支援し、

結果を素案に反映していきます。 
⑤ 計画策定委員会・防災会議等への支援 
 計画策定委員会及び防災会議の開催について、会議資料原案の作成や運営のアドバイス等

を行うとともに、必要に応じてオブザーバー出席するなどの支援を行います。 
⑥ 地区協議会、市民懇談会等への支援 
 地区協議会、市民懇談会の開催について、会議資料原案の作成や運営のアドバイス等を行

うとともに、必要に応じてオブザーバー出席するなどの支援を行います。 
⑦ 地域防災計画案（本文・資料編）の作成及び概要版の作成 
 必要な補修正を行い、地域防災計画案（本文・資料編）を作成します。また、一般市民向

けの概要版パンフレットを作成します。 
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（３）職員初動マニュアルの作成（業務継続計画：非常時優先業務の選定） 

 
 宜野湾市の最新の機構並びに分掌事務に基づき、職員初動マニュアルを作成します。 
① 災害情報の共有 
 災害に関する情報の公開と活用を図り、災害時の有益な情報と負の情報を、住民と行政が

日常的に共有することによって、より効果的で迅速な応急活動が実施できる仕組みづくりを

めざします。 
② 住民・地域活動との協調及び初動、動員体制の再構築 
 被害を最小限に抑えるためには、行政だけでなく、住民や地域社会の協力が必要です。住

民（自助）、地域（共助）、行政（公助）それぞれの役割を検証するなかで、公共団体として

の役割を見直し、マニュアルに活かします。また、新しい地域防災計画や災害対策本部条例

等との整合により、行政職員の初動、動員体制を再構築します。 
③ 業務継続計画を見据えた優先事業の選定 
 業務継続計画策定を見通して、マニュアルづくりとの整合をはかり、事務事業の影響度を

検討し、非常時優先業務の検討をはかります。 
④ 経過時間ごとの職員の対処 
 例えば農地の被害調査については、災害対策本部の例規にも規定されていますが、発災直

後にすぐ実施する必要はありません。災害時においては、人命救助が、何より優先されなけ

ればなりません。また、外部からの水や物資の供給は、先例をみると、おおよそ３日目あた

りから始まっています。このように災害時の緊急参集から発災直後、２日、３日目、１週間

後など、それぞれの時期において、最も適切と考えられる対処の方法を検討し、各時期にあ

わせた担当部課ごとの、災害対策について取りまとめます。（業務継続計画とあわせて検討し

ます。） 
⑤ 各管理者、職員の役割の見直し 
 宜野湾市長（本部長）や責任者（班長）、職員（班員）などの判断材料となるよう、④の時

間経過とともに、応急対策の作業の分担を検討し、各課の職員がいつ、何を為すべきかを明

らかにします。 
 
※ 業務継続計画策定のための手引きでは、地域防災計画とマニュアルとの関係を次のよう

に記載しています。 
 
 
 
 
 
 

 大規模な地震発災時の業務継続体制を整えておくことが業務継続計画を策定することの

目的である。したがって、本「手引きとその解説」に記載されている検討事項が、既存の地

域防災計画やマニュアル等に定められている等、既に業務継続体制が整えられている場合に

は、改めて業務継続計画という名称の計画を策定する必要はなく、その運用・改善を重視す

べきであり、計画の策定が目的化しないようにすることが重要である。 
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（４）ハザードマップの作成 

 
 宜野湾市に関わる国、県、市の最新の情報・データをもとにハザードマップを作成し

ます。 
① 急傾斜崩壊危険個所等 
 地域防災計画資料編に記載のある急傾斜崩壊危険個所等の危険個所を整理します。 
② 指定避難場所 
 地域防災計画に記載される避難所、避難場所を整理し、あわせて避難ルートを検討

します。 
③ 津波浸水予測図 
 県等で予測された震災時の津波浸水地域を整理します。 
④ 避難にあたっての留意事項等 
 避難の決定にあたっての判断をはじめ、持ち物、連絡体制など、避難にあたって留

意すべき項目を整理します。 
 

図 ハザードマップ作成例 
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 本業務は、以下に示すスケジュールで行い、所定の工期内に作業を終了させる予定で

す。 
ただし、県協議が延びた場合には、市との相談により期間を延長します。 

 
 
 
 

 

 

４．工程計画 

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

準備作業

１．庁内体制等の検証・
　　整理

２．既存データ等の整理

３．震災による被害想定
　　の整理

４．現地調査の実施

１．防災計画素案の作成

２．資料編案の作成

３．素案の調整
　（各課聞き取り）

４．沖縄県事前協議及び
　　本協議

５．沖縄県協議に係る
　　補修正

６．地域防災計画
　（本文・資料編）の完成

１．各課シート作成、非常
　　時優先業務の選定

２．業務に必要な資源・人
　　材の確保の検討

３．計画案の作成・調整

１．急傾斜地等のデータ
　　整理

２．ハザードマップの作成

３．マップの調整

○ ○ ○

○ ○

平成22年度

計画策定委員会

防災会議

２．地域防災計画
　　の策定

１．基礎調査

３．職員初動マ
　　ニュアルの
　　作成（業務
　　継続計画）

４．ハザードマッ
プの作成

聞き取り調査


